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１．はじめに
　急激な経済発展によって各都市が世界とつながる
今日、感染症（HIV/AIDS、結核、マラリア、また
近年のSARS、新型インフルエンザ、Zikaウィルス、
エボラ出血熱等）の大流行のリスクは格段に高まり、
感染予防と治療は途上国特有の問題ではなくなって
いる。すなわち、検体に基づくワクチン及び治療薬
の製造、調達、及び現地患者への投薬に、国際的な

対策が必要となる。
　知財制度に関しては、検体共有や便益の共有につ
いて生物多様性条約（CBD）との関係、また治療薬
の開発へのイニシアティブと、製造・販売に関する
特許の役割について議論が生じる。
　一昨年、国連総会では持続可能な開発のため
の2030アジェンダでの中で持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals: SDGs）の採択にあ

国際保健と知財財産権

ニューヨーク州弁護士　毛利　峰子１

－国連事務総長の「医薬品アクセス」に関する
ハイレベルパネル最終報告書をうけて－


